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製造業における労働費用構成の推移

計測方法と各労働費用の基本動向

川　崎　誠
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はじめに

　最近特に欧米において，労働費用構成とりわけ賃金以外の労働費用

（Ｎｏｎ－Ｗ・ｇｅ　Ｌ・ｂｏｕ卜Ｃ・・ｔ・，以下では賃金外労働費用と呼ぶ）への関心が高まっ てい

る。 その理由は，第一に賃金外労働費用の総労働費用に占める割合が大きくな

ってきていることである 。多くのＯＥＣＤ諸国で賃金外労働費用の割合は近年
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３０％から４０％にも達している 。その傾向は西 ヨーロッパ諸国において特に著し

い。 第二の理由は，労働経済の研究において ，労働量を考察する際に雇用者数

と労働時間の区分がますます強調されるようにな ったことである。それに応じ

て， 総労働費用も雇用者数に関する費用と総労働時間数に関する費用とに分割

される 。そして，その雇用者に関する固定的な費用は主に賃金外労働費用によ

って決定されるのである。第二に，雇用政策に関連して賃金外労働費用，特に

その主要部分を占める杜会保険費の影響が注目を浴びている 。つまり ，賃金外

労働費用が増加しているので，企業は雇用増加に消極的になり ，これが西 ヨー

ロヅパ諸国の高失業率の一つの原因とな っているという主張である 。

　欧米諸国とは関心の度合と方向か少し異なるとはいえ，日本にとっ ても賃金

外労働費用の問題は重要な意味を持 っている 。とりわけ，人口の高齢化か急速

に進み，杜会保険費の急増はもはや避けることか出来ない財政経済問題として

認識されるようにな っている 。つまり ，現在どこまでこの傾向が進行している

かを数量的につかみ，欧米諸国の例を参考に将来とうなるかを予測し，その雇

用等への影響を測定し，適切な負担方法を検討することが重要な課題とな って

いる 。他方，日本の労働組織はその産業組織と共に欧米諸国との対比で強い関

心を引いている。たとえは，なぜ石油危機に対する雇用調整か日本と欧米で違

ったのか，またボーナス支払いに象徴されるような独自な賃金体系は日本の生

産性の高さと関連があるのか，などである 。労働費用構成とその重要構成要素

である賃金外労働費用の分析は，このような日本の径済組織のメカニ ズム を明

らかにする上でも重要な意味をもつものと思われる 。

　日本の労働統計は欧米諸国と比へ良く整備されているといわれるか，労働費

用構成についての国際比較可能な形の時系列統計はこれまでのところ準備され

ていない。国際比較の為に海外でしばしば使われている統計はＳｗｅｄｉｓｈ　Ｅｍ
－

ｐ１ｏｙｅｒｓ’Ｃｏｎｆｅｄｒａｔ１ｏｎ，Ｗｂｇ６５０刀ゴＴｂ勿Ｚム”６ｏ脈Ｃｏ眺加ｒ　Ｗ６ｒ加仙１〃脈

舳伽舳１Ｃｏ砂加５０〃 であるが，目本と諸外国の労働統計の相違点に十分な配

慮が払われているとは言えない。労働省の『労働費用調査』はいくつかの産業

について１９６５年から１９７１年までＩＬＯの国際標準分類に基ついた労働費用構成
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の試算を行っている 。しかし ，例えば製造業に関しては１９６５年と１９６８年と１９７１

年の三年にしか実施されていない 。

　本論文の目的は，第一に１９６５年から１９８５年までの製造業の労働費用構成の年

次系列を国際比較可能な形に編集 ・推定することである 。第二には，その労働

費用構成の基本動向を把握 ・整理することである 。第三には，そのように計測

された労働費用を準固定的費用と可変費用とに分解し，その動向を検討するこ

とである 。次の段階では，この年次系列を用いて ，国際比較を行い，また雇用

者数と労働時間の需要関数を推定する 。なお，この論文に関連した研究成果の

一部は既にＨａｒｔ，Ｒ
・，

Ｂｅ１１，Ｄ ・，

Ｆｒｅｅｓ，Ｒ
．，

Ｋａｗａｓａｋｉ，Ｓ．ａｎｄ　Ｗｏｏｄｂｕｒｙ，Ｓ

（１９８８）に発表してあるが，本論文の数字はそれを更に改良したものである 。本

研究は昭和６０年度の立命館大学人文科学研究所個別研究助成の対象とな った 。

１． １９６５年から１９８５年にかけての労働費用構成の推移

　Ａ　資料の出所と編集方針

　製造業の労働費用構成に関する統一的な時系列を作り上げるためには，いく

つかの統計調査を統合しなければならない。われわれの編集方針は，最も包括

的な調査てある『賃金構造基本統計調査』を基盤として，他の統計系列を用い

るときは，適当な定数を乗ずることによっ て， 『賃金構造基本統計調査』相当

の数値に換算することである 。例えぼ，ある統計調査の労働費用値を使う場合

には，その統計調査の所定内賃金を『賃金構造基本統計調査』の所定内賃金と

同じくするような乗数をその労働費用にかけて調整する。このような方法では ，

それぞれの統計調査の持つ標本上の偏りや調査期間の差異を適切に処理できな

いか，この問題の解決は今後の課題として残される 。

　おもに次の七つの統計調査を使用した 。

　１ ．『賃金構造基本統計調査』（労働大臣官房政策調査部）

　この調査はこの種の調査の中で最も大きなものであり ，常用労働者１０人以上
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の事業所を対象に毎年行われる 。使用項目は，所定内労働時間，超過労働時間 ，

定例現金給与（「きまっ て支給する現金給与」），所定内現金給与，年間賞与及ぴそ

の他の特別給与，男女別賃金階級別労働者数である 。

　２ ．『労働者福祉施設制度等調査』（労働大臣官房情報部）

　この調査は常用労働者３０人以上の民営企業を対象として１９７２年より毎年実施

され，労働福利費に関する詳細な情報を含んでいる 。使用項目は，退職金，現

物給与，法定外福利費，法定外福利費中の住居費と食費，募集費，教育訓練費 ，

その他の労働費用，法定および法定外有給休暇日数である。なお，１９８４年と

１９８５年の現物給与については，その他の労働費用に含まれた形でしか公表され

てし ・なし ・。

　３ ．『賃金労働時間制度等総合調査』（労働大臣官房情報部）

　この調査も常用労働者３０人以上の企業を対象として ，１９６６年より毎年実施さ

れている 。使用項目は，通勤手当，住宅手当，家族手当，年次有給休暇消化日

数である 。さらに，１９８４年については，普通『労働者福祉施設制度等調査』で

調査される項目が『賃金労働時間制度等総合調査』に含まれ，『労働者福祉制

度等調査』に入れられていないので，それらの項目はここから取られた 。

　４　『労働費用調査』（労働大臣官房情報部）

　この調査は，『労働者福祉施設制度等調査』がまだ実施されていない時期に

同じような項目を扱っているが，３年毎にしか行われていない。製造業に関し

ては，１９６５年，１９６８年，１９７１年の数値が利用できる 。

　５　『給与構成調査』（労働大臣官房情報部）

　この調査も ，ほぽ『賃金労働時間制度等総合調査』の前身と言えるものであ

り， １９６５年のそれに対応する調査項目を利用した 。

　６　『賃金事情調査』（中央労働委員会事務局）

　この調査は，１９５２年以降毎年行われているが，その調査対象は資本金５億円

以上，従業員１，ＯＯＯ人以上で，かつ，中央労働委員会の争議調整の対象となる

可能性を持っている主要企業に限られている 。１９８４年と１９８５年の『賃金労働時

間制度等総合調査』が手当類についての統計を含んでいないため，この調査の
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通勤手当，住宅手当，家族手当の数値を調整して使用した 。

　７ ．『労働時間，休日 ・休暇調査』（中央労働委員会事務局）

　この調査も ，ほぽ『賃金事情調査』と同じ性格と規模の調査対象を持つが ，

隔年に実施される 。１９６８年から１９８４年までの年次有給休暇消化日数に関する数

値を利用した。労働省の統計では，この数値が数年にわたり欠落している 。こ

れらの統計の統合の方法については，パートＣに述べられている 。

　Ｂ　日本の統計基準とＥＣの統計基準の相違

　日本の労働省の労働費用分類基準とＥＣの基準にはいくつかの相違点がある 。

ＥＣの分類の方か　般により包括的であり ，またＥＣとの比較をするためにも ，

本稿では日本の統計資料をＥＣ基準に基づいて再分類する 。第１表は日本と

ＥＣの労働費用項目の対応関係を示している 。このようにして変換された資料

はＥＣのものとほぽ比較可能なものと言える 。しかし必要な統計資料が不足し

ているので，いくつかの相違点を残さざるを得なか った。主要な相違点は以下

の通りである（詳しくは労働省『労働費用調査』（１９６７年版）を参照のこと）。

　１　日本の現物給与は定期券等の旅費を含むか，ＥＣの現物給与はこの項目

を含まない。従 って ，日本の現物給与はその分だけ大きくな っているが，その

代わりその他の労働費用がそれだけ小さい 。

　２ ．日本の福利厚生費は医者，看護婦，教育担当者の賃金俸給を含むが ，

ＥＣ統計は含まない。その結果，日本の福利厚生費はこの分だけＥＣの福利厚

生費より大きく ，また労働費用全体もＥＣより大きくなる傾向がある 。

　Ｃ　有給休暇費用の算出

　ＥＣの労働統計では有給休暇は労働費用として計上されているが，日本の官

庁統計では，１９６５年から１９７１年にかけて二年おきに行われた労働費用調査を例

外として ，有給休暇は労働費用の一項目として取り扱われていない。有給休暇

そのものについても日本の統計はかなり貧弱である 。例えば，年次有給休暇消

化日数は１９７９年以前については年次毎には与えられておらず，年次有給休暇以
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外の有給休暇については，ただ４年分の調査結果があるだげである 。１９６５年か

ら１９８５年にかけての年次の有給休暇を推定するために，最初にいくつかの統計

資料を基に統一的な有給休暇消化目数の年次資料を作成し，次にそれを費用に

換算した 。

　有給年次休暇消化日数については，『賃金労働時間制度等総合調査』か１９８０

年から１９８５年までの年次資料を与えている 。そのほかの年については，労働省

の刊行統計では，『労働費用調査』が１９６５年，１９６８年，１９７１年の資料を，『労働

者福祉施設制度等調査』が１９７５年の資料を与えているのに過ぎない。法定の有

給年次休暇以外の有給休暇利用日数は上述の４年分のｒ労働費用調査』と『労

働者福祉施設制度等調査』においてのみ調査されている。これらを補う統計資

料としては，中央労働委員会事務局の『労働時間，休日 ・休暇調査』がある 。

この調査は１９６８年から１９８４年にかけての有給年次休暇消化日数を隔年毎に調べ

ている 。

　これらの資料を統合して ，１９６５年から１９８５年までの全有給休暇消化日数（法

定年次有給休暇十法定外有給休暇）の時系列を作成するために，先ず『労働費用

調査』から１９６５年と１９６８年の全有給休暇消化日数を取り ，三次のスブライソ

（この方法についてはパート皿を参照のこと）による補間で１９６５年から１９７１年まで

の年次系列（系列Ａ）を得る 。次に，『労働費用，休日 ，休暇調査』の年次有給

休暇消化日数を１９６８年から１９８４年まで取り ，再び三次のスブライ川こよって補

間を行い，年次系列（系列Ｂ）を計算する 。この系列は法定の有給休暇のみに

ついてのものなので，系列Ａと接続するために，１９７１年の系列Ａの数値を１９７１

年の系列Ｂの数値で除して得た定数を系列Ｂ全体に乗じ，新系列Ｃを得る 。

１９８０年以降については，『賃金労働時間制度等総合調査』の１９８０年の数値を系

列Ｃの１９８０年の数値を除して得た定数を１９８０年からの『賃金労働時間制度等総

合調査』の系列全体に乗じ，系列Ｄを得る 。つまり１９７２年以降については全有

給休暇消化日数が公表されておらず，法定の有給休暇消化日数しか与えられて

いないので，１９７１年以降の全有給休暇消化日数と法定の有給休暇日数の比率が

１９７１年の比率と等しいと仮定している 。最終的には，系列Ａと系列Ｃと系列Ｄ
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を接続して ，１９６５年から１９８５年までの全有給休暇消化日数の年次系列を作成す

る（第２表参照）。

　このようにして計算された休暇日数を次式によっ て費用金額に換算する 。

　　　　　　　　　年間有給休暇日数
　　月間休暇費用＝　　　　　　　　×８
　　　　　　　　　　　　　１２

　　　　　　　　　　月間所定内給与一（家族手当十通勤手当十庄宅手当）
　　　　　　　　　×
　　　　　　　　　　　　　　　　　月間所定内労働時間

　Ｄ　基本事実

　１ ．総労働費用の動向

　ＥＣ基準に近似するように再分類 ・加工したテータの基本的な特徴を考察す

るにさいし ，先ず総労働費用，次に賃金外労働費用，そして各個別費用項目と ，

三段階に分けて分析を進める 。

　我 々は先ず総労働費用を直接給与と超過勤務手当と賃金外労働費用とに分解

する 。これらの費用はいずれも増加しているが，その上昇率は低下傾向にある 。

１９６５年から１９８５年にかけては，総労働費用は８．６５倍増加したのに対し ，賃金外

労働費用は９．８０倍と最大の上昇率を示し ，超過勤務手当の上昇率は８．６５倍，直

接給与の場合は７．９６倍とな っている（第３表，第１図参照）。

　総労働費用に占める三構成要素の割合は観察期間を通じて驚くほと安定的て

あっ た。 つまり ，直接給与，超勤手当，賃金外労働費用の割合は大体において

それぞれ５３％，７％，４０％である 。但し ，１９６０年代の後半期には直接給与はよ

り大きな割合を，賃金外労働費用はより小さな割合を占めていた（第４表，第

３図参照）。

　最近の総労働費変動の要因を寄与率によっ て測定すれは，直接給与の寄与率

が１９８１年頃から急速に上昇して１９８５年には約６６％にも達しているのに対し ，賃

金外労働費用の寄与率は大きく低下している（第４図）。

　２ ．賃金外労働費用の動向

　その他の労働費用を除き ，賃金外労働費用を構成する要因はすへて観察期間

を通して増加しているが，その上昇率は概ね低下しつつある 。１９６５年から１９８５
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年にかけて ，法定福利費，法定外福利費，賞与，休暇費用，訓練募集費，その

他の労働費用はそれぞれ１３．７４倍 ，１０．６８倍 ，１０．２４倍，７ ．５９倍，５．９７倍，５ ．７８

倍に増加した（第５－１表，第５－２表，第５－１図，第５－２図参照）。 その他の労働

費用は１９８３年以降急速に減少しているが，この点は以下の個別費用の分析の際

に検討する 。

　賃金外労働費用中に占める賞与の割合はほぽ４５％と安定しており ，他の要因

を圧倒している 。その次に法定福利費と法定外福利費が続く 。構成比率の動向

から ，これらの費用要素は三グル ープに分けられる 。観察期間を通して比較的

安定しているものは賞与であり ，緩やかに上昇している費用は法定福利費と法

定外福利費であり ，休暇費用と募集訓練費とその他の労働費用は低下している

（第６－１表，第６－２表，第６－１図，第６－２図参照）。

　最近の寄与率に関しては，その他の労働費用の少し特異な動きを除外して考

えれば，賞与，法定外福利費，法定福利費が主導的な役割を果たしている（第

７図参照）。

　３ ．各個別労働費用の動向

　法定福利費を健康保険費と厚生年金費とその他の杜会保険費とに分解する 。

１９６５年から１９８５年にかけて ，厚生年金費，健康保険費，その他の杜会保険費は

それぞれ２２ ．０８，１０．８８倍，９．０７倍となり ，とりわげ厚生年金費の増加が著しい

（第７表参照）。 増加率はいずれの保険費についても低下傾向にある 。構成比に

関しては，厚生年金費と健康保険費の合計が概ね８０％以上を占めている（第８

表， 第８図参照）。 また，１９７６年を境にして ，厚生年金費が健康保険費を追い越

し， そのシ ェアを拡大しつつある 。つまり ，１９８０年以降厚生年金費の寄与率が

大きくな っている（第９図参照）。

　法定外福利費は退職金，家族手当，その他の法定外福利費に分類される 。

１９６５年から１９８５年にかけて ，退職金は１３．２４倍と比較的大きく増加しているが ，

家族手当は１１ ．７８倍で，その他の法定福利費は６．１８倍と緩やかな上昇を示して

いる（第９表参照）。 それらの上昇率はいずれも低下しつつある。法定外福利費

に占める割合については，退職金が一貫して他を圧していて，最近の寄与率も

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４６）
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他より大きくなる傾向にある（第１０表，第１０図，第１１図参照）。

　募集訓練費は募集費と教育訓練費とから成る。教育訓練費はほぽ一貫して増

加し続け，１９６５年から１９８５年にかけて７．３７倍とな っている 。募集費は１９７３年を

ピークにして低下ないし停滞傾向を示し ，同期間に４．４３倍の増加に留まっ てい

る（第１１表，第１２図参照）。 これは石油 ショックを契機とした高度成長からの転

換によっ て， 労働需要が緩和したことを反映している。構成比に関しては ，

１９６５年には教育訓練費か募集費を若干を上回 っていたか，その後募集費に追い

抜かれ，再び１９７５年から募集費を追い越し ，その差を拡大している（第１２表参

照）。

　直接給与は観察期問中に７．９６倍増加したが，所定内労働時間は５％の減少を

示し ，所定内賃金率（：直接給与／所定内労働時間）は８．４１倍上昇している（第１３

表参照）。 つまり ，変化率の動きからも明らかなように，所定内賃金率の動き

が直接給与を決定している（第１３図）。 所定内労働時間は１９７５年頃まではは っき

りした低下傾向にあり ，その後景気に対して敏感に反応しながら傾向としては

安定化している 。

　超過勤務手当は観察期間中に８．６８倍に，超過勤務時間は１ ．０２倍に，そして超

過勤務賃金率（＝超過手当／勤務時間）は８．５０倍に増加している 。つまり ，超過

手当総額の水準は超勤賃金率によっ て決定されている（第１４表参照）。 しかし ，

超勤手当の変化率は超勤時間の変化率と高度な相関関係を示している（第１４図

参照）。 超過勤務時間は景気変動に対して感応的で，１９７５年を底として再び上

昇傾向を示している 。超勤賃金率は逓減的に上昇し続けてきた。所定内賃金率

に対する超勤賃金率の比は１９７０年代後半までは増加傾向にあ ったが，その後低

下しつつある（第１５図参照）。

　有給休暇費用は観察期間中に７．５９倍に増加しているが，有給休暇消化日数は

この間１０％減少している 。有給休暇費用を算出するための賃金率は所定内賃金

率で，約８．４倍にな っている（第１５表参照）。 有給休暇日数の変化率と賃金率の

変化率はともに有給休暇費用の変化率とかなり似た動きを示している（第１６図

参照）。
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　その他の労働費用は５．７８倍に増加したが，その構成要素である住宅手当，通

勤手当，福利厚生費内の食住費，その他の労働費用の残りの部分はそれぞれ
２２ ．５８倍，４．２９倍，５．５０倍，３．７７倍増加している 。つまり ，住宅手当の増加が

著しい（第１６表参照）。 構成比率という点では，福利厚生費内の食住費と通勤手

当が主要な項目とな っている 。通勤手当は１９８３年からかなり大幅に下落してい

る（第１７表，第１９図参照）。 この数値は標本数の少ない『賃金事情調査』（中央労

働委員会事務局）に基づいているので，現実に製造業全体にこのような下落が

発生したのかどうかをより詳細に検討する必要があろう 。ただ，どちらにして

も， 通勤手当自体の規模が小さいので，労働費用の全体としての動向には殆ど

影響を与えない 。

皿． 労働に関する準固定費と可変費

　Ａ　準固定費と可変費

　労働費用は目的に応じて様々に分類することか出来るが，経済学的にみて特

に重要なものは準固定費と可変費の区別であろう 。例えば教育訓練費のような

労働費用は多くの場合人が新しく雇用される時のみに支出される 。このような

労働費用は雇用者に固有な労働費用であり ，準固定費と呼はれる 。準固定費に

も，一人の雇用者に対して一度限り払われるものと ，何回か繰り返して支払わ

れるものとがある 。そのほかの労働費用は総労働時間数に依存して変動するの

で， 可変費用と呼はれる 。つまり ，総労働費用は次のように分解できる 。

　　　　ＬＣ＝カＶ＋〃ん一～「：（／十〃ん）！Ｖ

但し ，ＬＣ，／，〃，ん，１Ｖはそれぞれ総労働費用，一人当り準固定費用，時間

当り可変費用，一人当り労働時間，雇用者数を示す 。

　第１表に示されたＥＣ型分類による労働費用項目を準固定費と可変費に仕訳

してみる 。直接給与（Ｉ）と超過勤務手当（皿）は可変費に属する 。その他の

労働費用は法定杜会保険費（Ｖ）を除きすへて準固定費に属する 。杜会保険費

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４８）
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は準固定費と可変費の双方を含む。日本の場合，健康保険と厚生年金について

は， 雇用者の賃金かある最低基準と最筒基準の間にあるときは，その雇用者の

賃金高 「実際には所得階層別に標準化された金額）にある定率を乗じた金額を企業

が杜会保険料として支払う（第１８表，第１９図参照）。 この部分の杜会保険料は一

人当り労働時間に依存することになり ，従 って可変費に属する 。他方，もしあ

る雇用者の賃金が上の最低基準以下か最高基準を越えている場合には，杜会保

険料はその基準額に定率を乗じたものとなり ，一人当り労働時間に依存しない 。

つまり ，この部分の杜会保険料は準固定費といえる 。雇用保険と労働災害保障

保険なと他の杜会保険の保険料は定率比例方式とな っていて ，最低最局基準制

を取 っていない。つまり ，それらの保険料は可変費に属する 。

　Ｂ　スプラインによる社会保険費の分解

　労働費用を準固定費と可変費とに分解するためには，杜会保険費を先ず分解

する必要がある 。我 々の推定方法は，製造業の賃金分布に杜会保険支払い基準

を当てはめて杜会保険の準固定費と可変費を計算することてある（Ｈ・・ｔ．ｎｄ

Ｋａｗａｓａｋｉ（１９８８）は同じ方法を西独の資料に適用している）。

　賃金分布は『賃金構造基本統計調査』から取られた。この調査では賃金分布

は賃金階層別の雇用者数という形て与えられているか，計算の便宜上この離散

型の賃金分布を連続型に変換する 。先ず最初に賃金階層別分布を累積分布に直

した上てスプライノ補間を適用して連続分布を算出する 。密度分布ては各度数

に対応する賃金値が不正確になるので，累積分布に変換する必要がある 。また

出来るだけ観測値を重視しようとすれば，パラメータの数が少なく適合度が低

いロ グノーマル分布等の当てはめより ，スプライン法が適当である 。

　スプラインの中でも最もよく使われるものは三次のスプライノである 。仙

と眺をん＝１，２，…… 舳こ対応する観測点を表すものとすると ，三次のス

プラインは次の式によっ て定義される（エ１くエ、 ＜エ、 ＜……＜エ
”）。

　　　　〃：ム（〃）＝＾比十Ｂ〃十Ｃ〃２＋Ｄ〃
３．

但し，係数ん，夙，Ｃ た，

１）比 は， 関数ム（エ）とその一次および二次の導関数が

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４９）



　１２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

連続であるという条件と ，”の最初と最後の点において二次導関数が零になる

という条件から，一義的に決定される。三次のスプラインは三次関数の性質上

単調ではない関数を生成する場合があるが，これは明らかに我 々の場合のよう

な累積分布関数の補間には不適当である 。この問題を解決する一つの方法は

Ｓｐａｅｔ（１９７３）によっ て開発された有理型の三次 スプライン を用いることであ

る。 この有理型スプラインは次式によって定義される 。

　　　　以＝ム（エ）＝＾〃十Ｂ〃十Ｃ〃３１（ｐ乙十１）十Ｄ〃 ３／（ｐ〃十１）

　　　　但し ，ｚ＝（エー”お）／（似、１一”比）， 〃＝１－ｚ，一１＜ｐ

このスプライソ 関数は，係数ｐが零の時，上に述べた通常の三次 スプライン

に帰着し，ｐが大きくなるにつれて ，一次直線（＝一次のスプライン）に接近し

て行く特性を持っている 。この性質を利用すれば，出来る限りなだらかで，し

かも単調に増加するように累積分布を算出できる 。始め，ｐを零として ，その

関数が単調増加であれぱ，これが求める分布である。もし単調でなけれぱ，ｐ

を増加させてスプラインを計算し，単調になるまで繰り返す。単調な関数が得

られたならば，その直前のｐと現在のｇとの区間を更に探索して，できるだ

け小さく ，しかも単調な関数を保障するようなｐを確定する 。

　スプライノによっ て算出された連続型賃金分布と杜会保険料率と限界賃金基

準が与えられれぱ，健康保険と厚生年金についての企業の杜会保険負担分を準

固定費と可変費に分解できる 。杜会保険費の準固定部分は，雇用者の賃金が最

低限界基準を下まわるか，最高限界基準を上まわるときにかかる費用である 。

ア・一・（ペ
ル伽・

小！（・）・・）

但し ，アＣ，ｒ ，也ｏ■，のｏ、， ！（”ｏ）はそれぞれ準固定費，企業の杜会保険負担料

率， 最低限界賃金基準　最高限界賃金基準，賃金密度分布関数を表す。他方 ，

杜会保険の可変費（ｙＣ）は次式によっ て与えられる 。

・・一 ゴ１・
ル）伽

実際の杜会保険料の算出に用いられる賃金額は，上式で前提とされている支払
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われた賃金そのものではなく ，賃金クラス別に標準化された金額ではあるが ，

そのように離散型で計算された金額は結局のところ上式のような連続型の金額

とほぽ等しくなると思われる 。

　実際の計算では，厚生年金と健康保険との区別だげではなく ，双方について

男女の区別と ，健康保険については更に政府管掌と組合管掌の区別も行 った 。

前者の区別は，男女の賃金分布が決定的に異な っているためである 。後者は ，

料率か異なるためてある 。つまり ，先すそれぞれの場合の準固定費と可変費を

計算し ，それらを加重平均によっ て集計することによっ て全体としての準固定

費と可変費を得る 。政府管掌健康保険の対象となる雇用者と組合管掌の雇用者

とでは，賃金分布も異なるであろうが，そのような区分の資料が公表されてい

ないため，両者とも同じ賃金分布を持つものと仮定して ，各保険費用の推定を

行っ た。 なお，１９７９年以降政府管掌の健康保険について賞与のＯ．５％の特別保

険料が使用者から徴収されている 。この費用は雇用者当りにかかる経費であり ，

準固定費に分類される 。

　Ｃ　準固定費と可変費の推移とその変動要因

　観察期間を通して準固定費と可変費は共に増加し続けてきたか，その増加率

は逓減傾向にある（第２０表参昭）。 そして準固定費を可変費で割 った固定可変比

率は１９７４年までは上昇しているが，その後低下し ，特に１９８２年頃から低下の度

合を強めている（第１８図参照）。 つまり ，準固定費の変化率は１９７４年までは一貫

して可変費の変化率を上回 ったか，その後下回る傾向か強くな っている 。また ，

１９７８年頃まては両費用は同じ動きを示しているか，その後そのような関係は見

られない（第１９図参照）。１９７４年まての固定費の増加はおもに賞与の増加の寄与

率か大きい。また，それ以後の可変費の増加については直接給与の寄与度か高

い。

　準固定費は観察期間に９．１３倍に増加している 。準固定費の中，賞与が圧倒的

なノヱ アを持ち，その構成比は全期間を通じてほほ５５％と非常に安定している 。

法定外福利費の割合は少 々上昇気味で，休暇費用はほぽ安定した割合を占めて

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５１）
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いる 。そのほかの準固定費（募集教育費，その他の労働費用，法定福利費の固定費

用部分）はいずれもその構成比を低めている（第２１表，第２０－１図，第２０－２図参

照）。 ｎ． で述べたように，その他の労働費用は通勤手当の下落によっ て１９８４

年からかなり減少している 。しかし ，もし通勤手当が１９８５年に１９８３年の水準に

留まっ たと仮定し，その変化分を準固定費より差し引き可変費に加えても ，

１９８５年の固定可変比率は４７８％から４９３％になるに過ぎず，基本動向に影響は

ない 。

　可変費用は観察期間中に８４４倍に増加している 。そのうち，直接給与が常に

ほぽ８０％を占めているが，近年わずかながら低下傾向がみられる 。超過勤務手

当は約１０％を占め，オイルィ ヨックで低下したがその後回復しつつある 。法定

外福利費の可変費用部分に占める ：！エ アはまだ低いが，一貫して増加し ，１９６５

年から１９８５年にかけて１７．０３倍にもな っている（第２２表，第２１図参照）。

　杜会保険費に関して，準固定費と可変費を区分してみると ，健康保険，厚生

年金共に可変費の伸びが著しく ，固定費は停滞している（第２３表，第２２図参照）。

特に厚生年金の可変費部分が１９８０年頃から健康保険の可変費部分を追い越し
，

１９６５年から１９８５年にかげて２４．３１倍にもな っている 。なお，政府管掌健康保険

に対する特別保険料は全健康保険料の０２％以下であり ，その影響は小さい 。

珊． 結　　　び

　本論文は，１９６５年から１９８５年までの製造業における労働費用構成の年次系列

をＥＣの統計とほぽ比較可能な形に編集した。この統計からつかめることは第

一に，総労働費用を直接給与，超過勤務手当，賃金外労働費用と三要素に分類

すると ，それらの構成比は全観察期間を通して驚くほど安定しているというこ

とである 。第二に，賃金外労働費用中では賞与が圧倒的なシ ェアを持ち，ほぽ

４５％と安定している 。その後には法定福利費と法定外福利費が続き ，その比率

を除 々に高めている 。第三に，法定福利費に関しては厚生年金費と健康保険費

の比率が高く ，特に厚生年金費は健康保険費を追い越して増加している 。第四

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５２）
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に， 法定外福利費中では退職金の比重が大きい。第五に，有給休暇費用の増加

率は比較的に低く ，有給休暇取得日数は減少している 。

　総労働費用はまた準固定費用と可変費用とに分解される 。準固定費用を可変

費用で割 った比率は１９７４年まで上昇したが，その後低下し，最近更に低下傾向

を強めている 。準固定費の主構成要素は賞与てあり ，その構成比は安定してい

る。 可変費用の約８０％を直接給与か占めているか，法定福利費の可変費用部分

が一貫して増加している 。
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第１表　ＥＣと日本の労働費用分類の対応

ＥＣ　基準の分類
Ｉ． 直接給与

　Ｄ１ｒｅｃｔ　ｒｅｍｍｅｒａｔｌｏｎ

皿　超過勤務手当
　　０ｖｅｒ　ｔｍｅ　ｐａｙｍｅｎｔ

皿　賞　　与
　　Ｂｏｎｕｓｅｓ　ａｎｄ　ｇｍｔｕｔ１ｅｓ

ｗ　有給休暇費用
　　Ｐａｙｍｅｎｔｓ　ｆｏｒ　ｄａｙｓ　ｎｏｔ　ｗｏｒｋｅｄ

Ｖ　法定福利費
　　Ｓｔａｔｕｔｏｒｙ　ｓｏｃ１ａ１ｗｅ１ｆａｒｅ　ｃｏｓｔｓ

ｗ　法定外福利費
　　Ｃｕｓｔｏｍａ町，ｃｍ血ａｃｔｕａ１，ｏｒ　ｖｏ１ｍ

　ｔａｒｙ　ｓｏｃ１ａ１ｗｅ１ｆａｒｅ　ｃｏｓｔｓ

ｍ　募集 ・訓練費

　　Ｒｅｃｕ１ｔｍｇ　ａｎｄ　ｖｏｃａｔｌｏｎａ１位ａ１ｍｎｇ

　ＣＯＳｔＳ

…　その他の労働費用（現物給与を含
　む）

　　Ｏｔｈｅｒ１ａｂｏｕｒ　ｃｏｓｔｓ　ａｎｄ　ｂｅｎｅ丘ｔｓ　ｍ

　ｋｉｎｄ

日　本　基　準　の　分　類

Ａ　所定内給与
　一　通勤手当
　一　住宅手当
　一　家族手当

Ｂ　所定外給与

Ｃ　賞与及びその他特別給与

　推定（本文参照）

Ｄ　法定福利費

Ｅ　法定外福利費
　一　食住費
　十　Ｆ ．退職金
　十　家族手当（Ａ．所定内給与）

Ｇ　募集費
　十　Ｈ．教育訓練費

Ｉ　その他の労働費用
　十　Ｊ ．現物給与
　十　住宅手当（Ａ．所定内給与）

　十　通勤手当（Ａ．所定内給与）

　十　食住費（Ｅ ．法定外福祉費）

第２表 製造業における有給休暇取得全日数の算出

労働費用調査 スプライン
賃金労働時間等総合調査

年　次
法定年次有給 その他の有給

合　計 による補間 法定年次有給
、列Ｃの１９８０

休暇消化日数 休暇消化日数
（系列Ａ） 休暇消化日数

年に水準調整
ｌ　Ｄ

１９６５ ８． ４
７． ２ １５ ．６ １５ ．６００

１９６６ １６ ．１７８

１９６７ １６ ．６２２

１９６８ ８． ４ ８． ４ １６ ．８ １６ ．８００

１９６９ １６ ．６２２

１９７０ １６ ．１７８

１９７１ ７． ２ ８． ４ １５ ．６ １５ ．６００

１９７２

１９７３

１９７４

１９７５

１９７６

１９７７

１９７８

１９７９

１９８０ ９． ８ １５ ．３１２

１９８１ ９． ２ １４ ．３７５

１９８２ ９． ６ １５ ．０００

１９８３ ９． ７ １５ ．１５６

１９８４ ９． ３ １４ ．５３１

１９８５ ９． Ｏ １４ ．０６２

有給休暇費用の貫出法は本文参照のこと 。

（１５４）
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第３表　一人当り月平均総労働費とその構成要素の推移（円）

１７

年　次 総労働費用 直　接　糸含　与 超過勤務手当 賃金外労ｉ動費用

１９６５ ４１ ，８３７ ２４ ，１５６

１９６８

３， ３００

６２ ，７１７

１４ ，３８１

１９７１

３４ ，３６１ ５， ６００

１００ ．６０３

２２ ，７５６

１９７２

５４ ，６８５ ７， １ＯＯ

１１６ ，２９３

３８ ，８１８

６２ ，８５０

１９７３

８， ０００

１４７ ，９７７

４５ ，４４４

１９７４

７７ ，０６５ １２ ，９００

１８１ ，２９６

５８ ，０１２

９７ ，１９１

１９７５

１０ ，９００

１９６ ，８３４

７３ ，２０５

１０９ ，３８３

１９７６

８， ９００

２２１ ，６７８

７８ ，５５１

１１９ ，４９３

１９７７

１３ ，Ｏ００

２４３ ，４１８

８９ ，１８５

１２９ ，６７３

１９７８

１５ ，０００

２５８ ，７８４

９８ ，７４５

１３６ ，５９６

１９７９

１６ ，３００

２７６ ，５８０

１０５ ，８８８

１４３ ，８２０

１９８０

１９ ，０００

２９５ ，５０６

１１３ ，７６０

１９８１

１５２ ，９１５ ２１ ，７３０

３１３ ，４５５

１２０ ，８６２

１６２ ，２１４

１９８２

２１ ，９２０

３２７ ，２３７

１２９ ，３２２

１６９ ，６９６

１９８３

２２ ，０６０

３３６ ．０７９

１３５ ，４８１

１７５ ，５３４

１９８４

２３ ，２８０

３５１ ，１３６

１３７ ，２６５

１８５ ，２１１

１９８５

２６ ，９００

３６１ ，９９６

１３９ ，０２５

１９２ ，３７４ ２８ ，６６０ １４０ ，９６２

中労　委　調　査

法定年次有給 スプフインに 系列Ａの１９７１ 年間有給休暇
全取得日数

月間有給休暇費用

休暇消化日数 よる補間 年に水準調整
（円）

列Ｂ 。列Ｃ
１５ ，６００ １， ３２９ ．３８４

１６ ．１７８ １， ５０９ ．６５４

１６ ．６２２

１１ ．６ １１ ．６００

１， ７１１ ．１７６

１５ ．７１９ １６ ．８００

１１ ．７９６ １５ ．９８４

２， ０５６ ．５９４

１６ ．６２２

１１ ．８ １１ ．８００ １５ ．９９０

２， ３２５ ．２２１

１６ ．１７８

１１ ．５１３ １５ ．６００

２， ７３５ ．５４２

１５ ．６００

１１ ．２ １１ ．２００ １５ ．１７７

３， ０９０ ．８８０

１５ ．１７７

１１ ．１５４ １５ ．１１４

３， ４５５ ．９３６

１５ ．１１４

１１ ．４ １１ ．４００ １５ ．４４８

４， ２６６ ．５６０

１５ ．４４８

１１ ．８７１ １６ ．０８６

５， ５６０ ．６１１

１２ ．４

１６ ．０８６

１２ ．４００ １６ ．８０３

６， ５１６ ．９４１

１６ １８０３

１２ ．７７３ １７ ．３０８

７． ５１９ １８２１

１２ ．７

１７ ．３０８

１２ ．７００ １７ ．２０９

８， ４０５ ．８５９

１７ ．２０９

１２ ．０３７ １６ ．３１１

８， ７５４ ．９１１

１１ ．３

１６ ．３１１

１１ ．３００ １５ ．３１２

８， ５９２ ．８００

１５ ．３１２

１１ ．０１６ １４ ．９２８

８， ６４７ ．９７０

１１ ．１

１４ ．３７５

１１ ．１００ １５ ．０４１

８， ６５９ ．７０２

１５ ．０００

１１ ．３１０ １５ ．３２６

９， ５４２ ．８５９

１１ ．４

１５ ．１５６

１１ ．４００ １５ ．４４８

９， ９３４ ．２９６

１４ ．５３１

１１ ．１９２ １５ ．１６６

９， ８８４ ．１７５

１４ ．０６２ １０ ，０８４ ．７３２

（１５５）
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第４表 総労働費用の構成比

年　次 直　接　給　与 超過勤務手当 賃金外労働費用

１９６５ ５７ ．７４％ ７． ８９％ ３４ ．３７％

１９６８ ５４ ．７９％ ８． ９３％ ３６ ．２８％

１９７１ ５４ ．３６％ ７． ０６％ ３８ ．５９％

１９７２ ５４ ．０４％ ６． ８８％ ３９ ．０８％

１９７３ ５２ ．０８％ ８． ７２％ ３９ ．２０％

１９７４ ５３ ．６１％ ６． ０１％ ４０．３８％

１９７５ ５５ ．５７％ ４． ５２％ ３９ ．９１％

１９７６ ５３ ．９０％ ５． ８６％ ４０ ．２３％

１９７７ ５３ ．２７％ ６． １６％ ４０ ．５７％

１９７８ ５２ ．７８％ ６． ３０％ ４０ ．９２％

１９７９ ５２ ．００％ ６． ８７％ ４１ ．１３％

１９８０ ５１ ．７５％ ７． ３５％ ４０ ．９０％

１９８１ ５１ ．７５％ ６． ９９％ ４１ ．２６％

１９８２ ５１ ．８６％ ６． ７４％ ４１ ．４０％

１９８３ ５２ ．２３％ ６． ９３％ ４０ ．８４％

１９８４ ５２ ．７５％ ７． ６６％ ３９ ．５９％

１９８５ ５３ ．１４％ ７． ９２％ ３８ ．９４％

第５表 賃金外労働費用とその構成要素の推移（円）

年次
賃　金　外

働費用
賞　　与 有給休暇

　　　用
法定福利費

法　定　外
　禾ｕ費

募集訓練費 他　　　の
働費用

第６表 賃金外労働費用の構成比

年　次 賞　　与 有給休暇費用 法定福利費 法定外福利費 募集訓練費 他の労働費用

（１５６）
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第７表 法定福利費とその構成要素の推移（一人当り月平均円）

年　次 法定福利費 健康保険費 厚生年金費 厚生健保以外
の法定福利費

１９６５ １， ９１７ ９４４ ５５６

１９６８

４１８

３． ０８３ １， ５０６ ９８２

１９７１

５９６

４， ９３７ ２， ２９８

１９７２

１， ８１５ ８２３

５， ６４３ ２， ５９１ ２， ２０８

１９７３

８４４

７， ３７５ ３， １４２

１９７４

２， ８０７ １， ４２７

９， ４３１ ４， １２８ ３， ９１１

１９７５

１， ３９２

１１ ，４６８ ５， ０３０

１９７６

４， ６５０ １， ７８８

１３ ，１１４ ５， ３８２ ５， ３２７

１９７７

２， ４０６

１５ ，５４８ ６， １４５ ６， ５４９

１９７８

２， ８５５

１６ ，９７３ ６， ８０４ ７， ０４１

１９７９ １８ ，２２０

３， １２８

７， ２６７ ７， ４７１

１９８０ Ｉ９ ，７６７

３， ４８１

７， ８１０ ８， ３５９

１９８１

３， ５９９

２２ ，５９０ ８， ４３２ ９， ９８６

１９８２

４， １７２

２３ ，９７７ ８， ９４３

１９８３

１０ ，４３５ ４， ５９９

２４ ，７２５ ９， ３３４ １０ ，８０５

１９８４

４， ５８６

２５ ，５３８ ９， ６０５ １１ ，１８５

１９８５

４， ７４８

２６ ，３３５ １０ ，２６６ １２ ，２７６ ３， ７９３

第８表 法定福利費の構成比

年　　次 健康保険費 厚生年金費 厚生健保万□
の法定福利費

１９６５ ４９ ．２１％ ２８ ．９８％ ２１ ．８１％

１９６８ ４８ ．８４％ ３１ ．８４％ １９ ．３２％
１９７１ ４６ ．５６％ ３６ ．７７％ １６ ．６７％

１９７２ ４５ ．９２％ ３９ ．１２％ １４ ．９６％
１９７３ ４２ ．６０％ ３８ ．０５％ １９ ．３４％

１９７４ ４３ ．７７％ ４１ ．４７％ １４ ．７６％

１９７５ ４３ ．８６％ ４０ ．５５％ １５ ．５９％

１９７６ ４１ ．０４％ ４０ ．６２％ １８ ．３４％

１９７７ ３９ ．５２％ ４２ ．１２％ １８ ．３６％

１９７８ ４０ ．０９％ ４１ ．４８％ １８ ．４３％

１９７９ ３９ ．８９％ ４１ ．０１％ １９ ．１１％

１９８０ ３９ ．５１％ ４２ ．２８％ １８ ．２１％
１０８１ ３７ ．３３％ ４４ ．２０％ １８ ．４７％

１９８２ ３７ ．３０％ ４３ ．５２％ １９ ．１８％

１９８３ ３７ ．７５％ ４３ ．７０％ １８ ．５５％
１９８４ ３７ ．６１％ ４３ ，８０％ １８ ．５９％

１９８５ ３８ ．９８％ ４６ ，６２％ １４ ．４０％

（１５７、



２０ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

第９表　法定外福利費とその構成要素の推移（一人当り月平均円）

年　　次 法定外福利費 退　　職　　金 家　族　手　当
そ　の　他　の
法定外福利費

１９６５ ２， ４０５ １， ０３７ ６２９ ７３８

１９６８ ３， ４４４ １， ６１９ ７９４ １， ０３１

１９７１ ５， ７２６ ２， ７３９ １， ２９８ １， ６８９

１９７２ ７， ０９９ ３， ６６８ １， ５６５ １， ８６７

１９７３ ８， ４７１ ４， ０５０ １， ９８７ ２， ４３５

１９７４ １０ ，２８４ ４， ９１１ ２， ５０６ ２， ８６７

１９７５ １２ ，１４２ ６， ２４２ ３， ３８３ ２， ５１７

１９７６ １５ ，００８ ７， ６７６ ４， ２３３ ３， ０９９

１９７７ １７ ，１２２ ９， １３６ ４， ７８６ ３， １９９

１９７８ ２０ ，２７３ １１ ，７３２ ５， ０７５ ３， ４６７

１９７９ ２０ ，７７４ １１ ，６３２ ５， ７６５ ３， ３７７

１９８０ ２０ ，２１５ １０ ，３８９ ６， １９７ ３， ６３０

１９８１ ２１ ，６０９ １０ ，６３４ ６， ７４６ ４， ２２８

１９８２ ２２ ，９００ １１ ，８６０ ７， ０４１ ３， ９９９

１９８３ ２３ ，５３８ １２ ，４５３ ７， ０７８ ４， ００８

１９８４ ２４ ，９７５ １３ ，３１１ ７， ２４２ ４， ４２２

１９８５ ２５ ，６９４ １３ ，７２７ ７， ４０７ ４， ５６０

第１０表　法定外福利費の構成比

年　　次 退　職　金 家族手当
そ　の　他　の
法定外福利費

１９６５ ４３ ．１３％ ２６ ．１６％ ３０．７０％

１９６８ ４７ ．０１％ ２３ ．０６％ ２９ ．９３％

１９７１ ４７ ．８３％ ２２ ．６７％ ２９ ．５０％

１９７２ ５１ ．６７％ ２２ ．０４％ ２６．３０％

１９７３ ４７ ．８１％ ２３ ．４５％ ２８．７４％

１９７４ ４７ ．７６％ ２４ ．３７％ ２７ ．８８％

１９７５ ５１ ．４１％ ２７ ．８６％ ２０ ．７３％

１９７６ ５１ ．１４％ ２８．２１％ ２０．６５％

１９７７ ５３ ．３６％ ２７ ．９５％ １８ ．６８％

１９７８ ５７ ．８７％ ２５ ．０３％ １７ ．１０％

１９７９ ５５ ．９９％ ２７ ．７５％ １６．２６％

１９８０ ５１ ．３９％ ３０ ．６６％ １７ ．９５％

１９８１ ４９ ．２１％ ３１ ．２２％ １９．５７％

１９８２ ５１ ．７９％ ３０．７５％ １７ ．４６％

１９８３ ５２ ．９１％ ３０ ．０７％ １７ ．０３％

１９８４ ５３ ．３０％ ２９ ．００％ １７ ．７０％

１９８５

　．

５３ ．４３％ ２８．８３％ １７ ．７５％

（１５８）



第１１表

製造業における労働費用構成の推移（川崎）

募集訓練費とその構成要素の推移（一人当り月平均円）

年　　次 募集訓練費 募　集　費 教育訓練費
１９６５ ２６９ １２８ １４１

１９６８ ５０１ ３２１ １８０

１９７１ ６８２ ４０６ ２７６

１９７２ ７５５ ４３９ ３１６

１９７３ １， ０９５ ６８３ ４１２

１９７４ １， １５９ ６６７ ４９１

１９７５ ９２０ ３９９ ５２１

１９７６ ８８３ ３８３ ５００

１９７７ ９２１ ３４８ ５７３

１９７８ ９９１ ３５９ ６３２

１９７９ １， ０９７ ４３１ ６６５

１９８０ １， ４１４ ５６９ ８４５

１９８１ １， ４７２ ５８５ ８８６

１９８２ １， ５２９ ５２３ １， ００６

１９８３ １， ４２３ ５０１ ９２２

１９８４ １， ５５８ ５５１ １， ００７

１９８５ １， ６０６ ５６８ １， ０３９

２１

第１２表 募集訓練費の構成比

年　　次 募　集　費 教育訓練費

１９６５ ４７ ．６７％ ５２ ．３３％

１９６８ ６４ ．０５％ ３５ ，９５％

１９７１ ５９ ．５６％ ４０ ．４４％

１９７２ ５８ ．１４％ ４１ ．８６％

１９７３ ６２ ．３５％ ３７ ．６５％

１９７４ ５６ ．６０％ ４２ ．４０％

１９７５ ４３ ．３９％ ５６ ．６１％

１９７６ ４３ ．３４％ ５６ ．６６％

１９７７ ３７ ．７５％ ６２ ．２５％

１９７８ ３６ ，２２％ ６３ ．７８％

１９７９ ３９ ．３５％ ６０ ．６５％

１９８０ ４０ ．２５％ ５９ ．７５％

１９８１ ３９ ．７７％ ６０ ．２３％

１９８２ ３４ ．１９％ ６５ ．８１％

１９８３ ３５ ．２３％ ６４ ．７７％

１９８４ ３５ ．３４％ ６４ ．６６％

１９８５ ３５ ．３４％ ６４ ，６６％

（１５９）



２２ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

第１３表 直接給与とその構成要素の推移

年　　次 直　接　給　与 所定内労働時間
（月問平均円） （月問平均） 所定内賃金率

１９６５ ２４ ，１５６ １８９ １２７ ．８３

１９６８ ３４ ，３６１ １８７ １８３ ．６２

１９７１ ５４ ，６８５ １８４ ２９７ ．２０

１９７２ ６２ ，８５０ １８４ ３４１ ．５７

１９７３ ７７ ，０６５ １８２ ４２３ ．４３

１９７４ ９７ ，１９１ １８０ ５３９ ．９５

１９７５ １０９ ，３８３ １８０ ６０７ ．６８

１９７６ １１９ ，４９３ １７８ ６７１ ．３１

１９７７ １２９ ，６７３ １７８ ７２８ ．５０

１９７８ １３６ ，５９６ １７９ ７６３ ．１１

１９７９ １４３ ，８２０ １８２ ７９０ ．２２

１９８０ １５２ ，９１５ １８１ ８４７ ．１７

１９８１ １６２ ，２１４ １８０ ９０３ ．６５

１９８２ １６９ ，６９６ １７８ ９５４ ．３１

１９８３ １７５ ，５３４ １７９ ９８３ ．２２

１９８４ １８５ ，２１１ １８２ １， ０２０ ．３３

１９８５ １９２ ，３７４ １７９ １， ０７５ ．７４

注）所定内賃金率とは直接給与を所定内労働時間で割 ったものである 。

第１４表 超過勤務手当とその構成要素の推移

年　　次 超過勤務手当 超過勤務時間
（月平均円） （月　平　均） 超勤賃金率

１９６５ ３， ３００ １８ １８３

１９６８ ５， ６００ ２２ ２５６

１９７１ ７， １００ １７ ４１８

１９７２ ８， Ｏ００ １６ ５００

１９７３ １２ ，９００ ２１ ６１４

１９７４ １０ ，９００ １４ ７７９

１９７５ ８， ９００ ９ ９８９

１９７６ １３ ，０００ １３ １０００

１９７７ １５ ，Ｏ００ １３ １１５４

１９７８ １６ ，３００ １４ １１６４

１９７９ １９ ，ＯＯＯ １６ １１８８

１９８０ ２１ ，７３０ １７ １２９４

１９８１ ２１ ，９２０ １６ １３８９

１９８２ ２２ ，０６０ １５ １４６３

１９８３ ２３ ，２８０ １６ １４５２

１９８４ ２６ ，９００ １８ １４６０

１９８５ ２８ ，６６０ １８ １５５５

（１６０）



製造業における労働費用構成の推移（川崎）

　　第１５表　有給休暇費用の推移

年　　次 有給休暇費用 有給休暇取得
（月間平均円） 日数（年間平均）

１９６５ １， ３２９ ．３８ １５ ．６０

１９６８ ２， ０５６ ．５９ １６ ．８０

１９７１ ３， ０９０ ．８８ １５ ．６０

１９７２ ３， ４５５ ．９４ １５ ．１８

１９７３ ４， ２６６ ．５６ １５ ．１１

１９７４ ５， ５６０ ．６１ １５ ，４５

１９７５ ６， ５１６ ．９４ １６ ．０９

１９７６ ７， ５１９ ．８２ １６ ．８０

１９７７ ８， ４０５ ．８６ １７ ．３１

１９７８ ８， ７５４ ．９１ １７ ．２１

１９７９ ８， ５９２ ．８０ １６ ．３１

１９８０ ８， ６４７ ．９７ １５ ．３１

１９８１ ８， ６５９ ．７０ １４ ．３７

１９８２ ９， ５４２ ．８６ １５ ．００

１９８３ ９， ９３４ ．３０ １５ ．１６

１９８４ ９， ８８４ ．１７ １４ ．５３

１９８５ １０ ，０８４ ．７３ １４ ．０６

２３

第１６表　その他の労働費用とその構成要素の推移（一人当り月間平均円）

年　次 その他の
労働費用 庄宅手当 通勤手当 食　庄　費 そ　　の　　他

１９６５ ２． １０２ １１４ ４００ １， ０８５ ５０２

１９６８ ３， ２１２ ２５１ ７９４ １， ３６２ ８０５

１９７１ ５， ０１５ ５８４ １， ２３３ ２， ２８１ ９１７

１９７２ ５． ７１６ ６７１ １， ４１６ ２． ６６６ ９６５

１９７３ ６， ９１２ ８５１ １， ７９７ ３， １１８ １， １４６

１９７４ ８， ２２９ １， １３９ ２， １６４ ３， ６６９ １． ２５７

１９７５ ８， ９３８ １， ３７８ ２， ２５５ ３， ６４２ １， ６６３

１９７６ １０ ，２７６ １， ６９３ ２， ６８１ ４． ２２０ １， ６８３

１９７７ １１ ，５９０ １， ６９８ ３， ２４２ ４， ７６４ １， ８８６

１９７８ １２ ，８７１ １， ９６４ ３， ７６５ ５， ０３８ ２， １０３

１９７９ １３ ，７８１ １， ９２２ ４， １９３ ５， ０７４ ２， ５９３

１９８０ １４ ，８７０ ２， ２５３ ４， ６９５ ５， １５５ ２， ７６７

１９８１ １６ ，６３４ ２， ５７９ ４， ９６１ ５， ６２５ ３， ４６９

１９８２ １７ ，２１４ ２， ６９２ ５， ５９１ ５， ６７１ ３， ２６０

１９８３ １６ ．６１１ ２， ５７４ ６， ００５ ５， ５７０ ２， ４６３

１９８４ １２ ，７６９ ２． ５７４ ２， ５７４ ５， ７８７ １， ８３５

１９８５ １２ ，１４９ ２， ５７４ １， ７１６ ５， ９６７ １， ８９２

（１６１）
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第１７表　その他の労働費用の構成比

年　　次 住宅手当 通勤手当 食　住　費 そ　の　他

第１８表 健康保険の料率と漂準報酬の下限と上限（使用者負担部分）

政　府　管　掌
年　次 組合管掌 標準報酬の下限と上限（円）

加入人員 保険料率 改訂日時
（万人）

加入人員 保険料率
（％） （年／月） （万人） （％） 下　限 上　限

改訂日時
（年／月）

３． １５ １９６０／１

１９６５

３， ０００

１， １４３

５２ ，０００ １９５７／４

７１０ ３． ９６２

１９６６ １， １７０ ３． ２５ １９６６／４ ７３３ ４． ０２７

１９６７

３， ＯＯＯ

１， ２２０ １９６７／８

１０４ ，ＯＯＯ

３． ５

１９６６／４

７５９ ４． ０４５

１９６８ １， ２５３ ８０３ ４． ０５９

１９６９ １， ２８５ ８５１ ４． ０４２

１９７０ １， ３１５ ９０９ ４． ０３６

１９７１ ２， ６０２ ２， １２４ ４． ０４２

１９７２ ２， ６００ ２， ２２５ ４． ０３９

１９７３ ２， ６７３ ３． ６ １９７３／１ ２， ３２６ ４． ０３３

１９７４

２０ ，０００

２， ７４１ １９７４／１１

２００ ，０００

３． ８

１９７３／１

２， ４６４ ４． ０３３

１９７５ ２， ７７２ ２， ５５７ ４． ０７１

１９７６ ２， ８１２ ３．
９ １９７６／１ ２， ６０９ ４． １５６

１９７７

３０ ，Ｏ００

２， ８７２

３２０ ，０００ １９７６／７

２， ６３９ ４． ３４８

１９７８ ２， ９０４ ４ １９７８／２ ２， ６７４ ４． ４２９

１９７９

３０ ，Ｏ００

２， ９７１

３８０ ，ＯＯＯ １９７８／７

２， ６９２ ４． ４４７

１９８０ ３， ０６０ ２， ７０３ ４． ４９８

１９８１ ３， １２９ ４． ２ １９８１／３ ２， ７５０ ４． ５５７

１９８２ ３， ０９１ ４． ２５ １９８２／１１ ２， ７９３ ４． ５７８

１９８３

３０ ，Ｏ００

３， １４９

４７０ ，ＯＯＯ １９８２／１

２， ８３７ ４． ６１

１９８４ ３， １９３ ４．
２ １９８４／３ ２， ８６２ ４． ６１６

１９８５

６８ ，０００ ７１０ ，ＯＯＯ

３， ２３３

１９８４／１

２， ９１１ ４． ６２５

注）組合管掌料率は年度末の全組合の平均料率 。

　　政府管掌の場合１９７９年以降貫与等のＯ．５％の特別保険料が徴収される 。

出所）杜会保険組合連合会［杜会保障年鑑」と杜会保険庁への問し合わせ 。

（１６２）
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第１９表　厚生年金保険の料率と標準報酬の下限と上限（使用者負担部分）

加入人員
料　　率　　（％）

年　次
標準報酬の下限と上限（円）

（万人）
男 女 改訂日時 下　限 上　限 改訂日時

１． ７５ １．

５ １９６０／５ ３， ０００

１９６５ １， ７６３

３６ ，０００

２． ７５ １． ９５ １９６５／５

１９６０／５

１９６６

７， Ｏ００

１， ８４２

６０ ，０００ １９６５／５

１９６７ １， ９１６

１９６８ １， ９９２

１９６９ ２， ０７２ ３． １ ２．
３ １９６９／１１ １０ ，０００

１９７０ ２， １５８

１００ ，０００ １９６９／１１

１９７１ ２， ２２６ ３．

２
２．

４ １９７１／１１ １０ ，ＯＯＯ

１９７２

１３４ ，ＯＯＯ

２， ２５１

１９７１／１１

１９７３ ２， ３０７ ３．

８
２．

９ １９７３／１１ ２０ ，ＯＯＯ

１９７４

２００ ，Ｏ００

２， ３７１

１９７３／１１

１９７５ ２， ３６５

１９７６ ２， ３６５ ４． ５５ ３． ６５ １９７６／８ ３０ ，０００

１９７７

３２０ ，０００

２， ３８５

１９７６／８

１９７８ ２， ３９０

１９７９ ２， ４１８

１９８０ ２， ４７１ ５． ３ ４． ４５ １９８０／１ ４５ ，Ｏ００

１９８１

４１０ ，０００

２， ５２４

１９８０／１

４． ５
１９８２ ２， ５７０ ４． ５５

１９８３ ２， ６０３ ４． ６
１９８４ ２， ６３６ ４． ６５

１９８５ ２， ６７５ ６． ２ ５． ６５ １９８５／１ ６８ ，０００ ４７０ ，０００ １９８５／１

出所）杜会保険組合連合会［杜会保障年鑑』と杜会保険庁への問い合わせ 。

第２０表 準固定労働費用と可変労働費用（一人当り月間平均円）

年　　次 準固定費用 可変費用 固定費／可変費

１９６５ １２ ，７３３ ２９ ，１０４ ０． ４３８

１９６８ ２０ ，０５２ ４２ ，６６５ ０． ４７０

１９７１ ３４ ，７０２ ６５ ，９０１ ０． ５２７

１９７２ ４０ ，８１３ ７５ ，４８０ ０． ５４１

１９７３ ５２ ，３６０ ９５ ，６１７ ０． ５４８

１９７４ ６４ ，７７０ １１６ ，５２６ ０． ５５６

１９７５ ６９ ，３３４ １２７ ，５００ ０． ５４４

１９７６ ７７ ，８５１ １４３ ，８２７ ０． ５４１

１９７７ ８４ ，０４２ １５９ ，３７６ ０． ５２７

１９７８ ８９ ，７７０ １６９ ，０１４ ０． ５３１

１９７９ ９６ ，７１３ １７９ ．８６７ ０． ５３８

１９８０ １０２ ，５９６ １９２ ，９１０ ０． ５３２

１９８１ １０８ ，０５５ ２０５ ，４０１ ０． ５２６

１９８２ １１２ ，７９９ ２１４ ，４３８ ０， ５２６

１９８３ １１４ ，０５６ ２２２ ，０２３ ０． ５１４

１９８４ １１５ ，２６７ ２３５ ，８６９ ０． ４８９

１９８５ １１６ ，２１６ ２４５ ，７８０ ０． ４７３

（１６３）
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第２１表 準固定労働費用の構成比

年次 賞　与 有給休暇費用 法定福利費の
固定費用部分 法定外福利費 募集訓練費 その他の

労働費用
１９６５ ４９ ．９４％ １０ ．４４％ ２． １１％ １８ ．８９％ ２． １１％
１９６８

１６ ．５１％

５２ ．１６％ １０ ．２６％ １． ８９％ １７ ．１８％ ２． ５０％
１９７１

１６ ．０２％
５５ ．８１％ ８． ９１％ ２． ３７％ １６ ．５０％ １． ９７％

１９７２

１４ ．４５％
５５ ．８０％ ８． ４７％ ２． ４８％ １７ ．３９％ １．

８５％
１９７３

１４ ．０１％
５７ ．０９％ ８． １５％ ３． ２９％ １６ ．１８％ ２． ０９％

１９７４

１３ ．２０％
５９ ．５１％ ８． ５９％ １．

５４％ １５ ．８８％ １． ７９％
１９７５

１２ ．７１％

５５ ．６２％ ９． ４０％ ３． ２５％ １７ ．５１％ １． ３３％
１９７６

１２ ．８９％

５４ ．４４％ ９． ６６％ ２． ２９％ １９ ．２８％ １． １３％
１９７７

１３ ．２０％
５３ ．７３％ １０ ．００％ １． Ｏ１％ ２０ ．３７％ １． １０％

１９７８

１３ ．７９％
５１ ．２７％ ９． ７５％ Ｏ． ９５％ ２２ ．５８％ １． １０％

１９７９

１４ ．３４％

５３ ．０４％ ８． ８８％ １． ２１％ ２１ ．４８％ １． １３％
１９８０

１４ ．２５％
５４ ．５３％ ８． ４３％ １．

４６％ １９ ．７０％ １． ３８％
１９８１

１４ ．４９％
５４ ．０１％ ８． ０１％ １．

２３％ ２０ ．００％ １．
３６％

１９８２

１５ ．３９％
５３ ．４７％ ８． ４６％ １． １５％ ２０ ．３０％ １． ３６％

１９８３

１５ ．２６％

５３ ．５１％ ８． ７１％ １． ３３％ ２０ ．６４％ １． ２５％
１９８４

１４ ．５６％

５５ ．７９％ ８． ５８％ １． ５４％ ２１ ．６７％ １． ３５％
１９８５

１１ ．０８％

５６ ．０１％ ８． ６８％ １． ３７％ ２２ ．１１％ １．
３８％ １０．４５％

第２２表 可変労働費用の構成比

年　　次 直接給与 超過勤務手当 法定福利費の
可変費用部分

１９６５ ８３ ．００％ １１ ．３４％ ５． ６６％
１９６８ ８０．５４％ １３ ．１３％ ６． ３４％
１９７１ ８２ ．９８％ １０ ．７７％ ６． ２５％
１９７２ ８３ ．２７％ １０．６０％ ６． １４％
１９７３ ８０ ．６０％ １３ ．４９％ ５． ９１％
１９７４ ８３．４１％ ９． ３５％ ７． ２４％
１９７５ ８５ ．７９％ ６． ９８％ ７． ２３％
１９７６ ８３ ．０８％ ９． ０４％ ７． ８８％
１９７７ ８１ ．３６％ ９． ４１％ ９． ２３％
１９７８ ８０ ．８２％ ９． ６４％ ９． ５４％
１９７９ ７９ ．９６％ １０．５６％ ９． ４８％
１９８０ ７９．２７％ １１ ．２６％ ９． ４７％
１９８１ ７８ ．９７％ １０．６７％ １Ｏ．３５％

１９８２ ７９ ．１４％ １０．２９％ １０ ．５８％

１９８３ ７９ ．０６％ １０．４９％ １０ ．４５％

１９８４ ７８．５２％ １１ ．４０％ １０．０７％

１９８５ ７８ ．２７％ １１ ．６６％ １０．０７％

（１６４）
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第２３表 健康保険と厚生年金の固定費と可変費への分解（一人当り月間平均円）

年　次 健康保険費 健康保険費 政府健康保険
可変費用部分

厚生年金費
固定費用部分

厚生年金費
特別徴収部分 可変費用部分 固定費用部分

１９６５ ７８４ １５９ ０ ４４６ １１０

１９６６ ９７８ ７２ ０ ６５２ １１４

１９６７ １， ２１４ ２９ ０ ６７７ １６９

１９６８ １， ４３４ ７２ ０ ６７５ ３０７

１９６９ １， ６１２ １３４ ０ ７３１ ３９８

１９７０ １， ７７８ ２９６ ０
１， ３５９ ２７３

１９７１ １， ８５０ ４４９ ０
１， ４４３ ３７２

１９７２ １， ８５９ ７３２ ０ １， ９２８ ２７９

１９７３ ２， ０３１ １， １１１ ０ ２， １９４ ６１２

１９７４ ３， ６２７ ５００ ０ ３． ４１５ ４９６

１９７５ ３， ８８５ １， １４５ ０ ３， ５４４ １， １０６

１９７６ ４， ５０５ ８７７ Ｏ ４， ４２３ ９０４

１９７７ ５， ７４３ ４０２ ０ ６， １０５ ４４３

１９７８ ６， ５１２ ２９２ Ｏ ６， ４７８ ５６３

１９７９ ６， ８５０ ４０４ １３ ６． ７１６ ７５６

１９８０ ７， ２３２ ５６３ １５ ７， ４３４ ９２４

１９８１ ７， ７８６ ６３１ １６ ９， ３０８ ６７７

１９８２ ８， ４９３ ４３４ １６ ９， ５９０ ８４５

１９８３ ８， ８０６ ５１２ １６ ９， ８１８ ９８８

１９８４ ９， ０７３ ５１５ １７ ９， ９３８ １， ２４７

１９８５ １０ ，１１２ １３７ １７ １Ｏ ，８４１ １， ４３６

注）政府健康保険の特別徴収部分は固定費用に分類される 。

第１図 一人当り月平均総労働費用とその構成要素の推移
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　　製造業における労働費用構成の推移（川崎）

第１３図　直接給与とその構成要素の対前年変化率
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製造業における労働費用構成の推移（川崎）

　第１７図　その他の労働費用の構成比
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製造業における労働費用構成の推移（川崎）

　第２０－２図　準固定費用の構成比（２）
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